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《研究ノート》
中国の計画経済時代における体制改革
滕　　　　　鑑
はじめに
　中国において体制改革と言えば，1978年の改革開放以後のことだと思われがちである。それは中国
が急速に世界経済の舞台に踊り出て大きな影響力と役割を持つようになる中，世界の政治家，実務家，
研究者などの中で中国経済の成長要因を1978年の改革開放以後の体制改革という制度的側面に求める
議論と研究が盛んであるからである。そもそも響きのよい体制改革と1978年以前のような極貧状況，
硬直化した政治経済体制を結び付けにくいため，社会主義計画経済の体制改革をテーマとした研究が
比較的少ないことも事実である。しかし，1949年の建国後の中国にとって，1978年の改革開放以前と
以後の歴史には計画経済から市場経済への移行という資源配分方式での「断絶性」がある一方，社会
主義，共産党一党支配などを一貫して堅持しているという政治体制での「連続性」もある。そのため，
改革開放以前の体制などを解明することは今日の中国を理解する上で極めて重要である。本稿の目的
は，1949年の建国後から1978年の改革開放まで，いわゆる「毛沢東時代」の中国における社会主義計
画経済とその体制改革の特徴を明らかにすることにある。
　毛沢東時代の中国，いや，さらに遡って現代中国の政治と経済について考える際，ソビエト社会主
義連邦（ソ連）を抜きに語ることはできない。1917年に勃発したロシアの十月革命について，毛沢東
（1949）は次のように指摘している。「全世界の，そしてまた中国の先進的知識人にとって，プロレタ
リア階級の世界観により国家の運命を見通せるようになったことは，自身の問題を再考する契機に
なった。ロシア人のたどった道を歩もうと，これが結論だった」。このように現代中国の国家体制の
方向性はロシアの十月革命によって決定づけられたと言える。ロシアの十月革命後，中国はロシア人
と同じ道を歩み始めたが，思い描いたとおりにならず何度も路線修正を余儀なくされた。1920年代後
半から1930年代初頭にかけて草創期の中国共産党は，ロシア人と同じ道を歩もうとして都市部を中心
とした工場労働者に依拠した武装蜂起を試み，惨敗を喫していたが，毛沢東は農村部を中心として農
民に依拠したゲリラ戦を展開していた。1949年の中華人民共和国建国後の「第一次五カ年計画」にロ
シア人と同じ道を歩もうとして全面的に導入したソ連型社会主義と中央集権的な計画経済（ソ連モデ
ル）は当初から体制の欠陥を伴ったため，体制改革が繰り返されていた。そこで本稿では，この第一
次五カ年計画に導入されたソ連モデルとその後繰り返された体制改革を取り上げ，社会主義計画経済
時代における体制の特徴を分析する。
　以下では，まず，建国初期に一時実行されていた新民主主義体制の背景，特徴，社会主義への移行
という方針転換を説明する（１節）。次に，ソ連モデルに基づいた社会主義と計画経済体制の確立過
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程，その体制の特徴と問題を明らかにする（２節，３節）。そして，経済分野を中心とした代表的な
体制改革を取り上げ，改革の経緯と内容を整理しながら，それらの特徴を分析する（４節）。さらに，
政治体制について，経済体制の改革への努力と対照的に共産党による一元化支配がますます強化され
る傾向を明らかにする（５節）。最後に，本稿の結論をまとめる。
１　新民主主義の構想
１−１　構想提起
　1949年に建国した中華人民共和国は，当初ソ連型の社会主義体制を目指してはいなかった。建国の
ほぼ10年前の1940年に毛沢東は，戦争に勝利した後の国家制度について，まず，新民主主義体制を建
設し，それから社会主義体制を確立していくという「中国革命二段階論」を提起した（毛，1940）。
その理由について，社会主義は工業の進んだ国の国家構成と政権構成の支配的な形態であり，まだ植
民地，半植民地国である中国のような歴史的段階では当てはまらないためとした。さらに，1945年に
毛沢東は，戦後中国の当面の目標は民族的抑圧と封建的抑圧を打破することにあり，そのためには現
段階で社会主義の国家制度を実現することは不可能だとした上で，新民主主義を樹立することを提唱
した。毛沢東は，新民主主義国家の政治，経済制度について次のように構想した（毛，1945）。
　新民主主義の政治とは，すべての民主的階級を連合する統一戦線であり，政権組織は人民代表大会
で国家政策，方針を決定し，政府を選出するという民主集中制を採用する。経済においては，国家が
銀行，鉄道，航空事業など国民の経済生活を左右するような大規模な産業を経営，管理し，国民の経
済生活を左右するのではなく国民の経済生活にとって有益な私的資本主義経済が自由に発展できるこ
と，及びすべての正当な私有財産を保障し，所有形態において国家経営，私的経営，協同組合経営の
三つで構成されるとした。
　1949年９月には，中国共産党が召集した各党派，社会団体などを含む全国政治協商会議において共
同綱領が採択された。この共同綱領では，中華人民共和国を新民主主義，すなわち人民民主主義の国
家と規定した。中華人民共和国は労働者階級が指導し，労農連盟を基礎とする各民主階層と国内各民
族が結束した人民民主主義独裁を実行する。また，農民の土地所有権を実現し，それを保護しなけれ
ばならないとした。
１−２　体制構築
　中国共産党は，建国前から国民党との内戦で支配地域を拡大するにつれて，国民党官僚による独占
資本を没収していき，建国後の1951年までにはすべての旧官僚独占資本を国営化した。しかし，小規
模の官僚資本，私営資本については没収，国営化の対象とせずに温存した。他方，農村においては
1950年６月に土地改革法が公布され，1952年まで地主から没収した土地や農業用具を農民に配分する
など，土地改革を行なった。
　1949年から1952年までの中国では，都市部における国営経済と私営経済，および農村部の個人農家
が併存していた。1953年には，私営工業企業の労働者200万人で，生産額は工業全体の37％を占め，
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私営商業の従業者は680万人余で，売上高は卸売全体の30％超え，小売全体の51％を占めていた（中
央工商行政管理局，1955）。当時の所有制構造から見ると，公有制を基礎とする社会主義ではなかっ
たことが分かる。
　中国共産党が社会主義ではなく，新民主主義体制を作ろうとしたのは，長期にわたって農村部にお
ける共産党支配地（ソビエト区，革命根拠地，解放区）での政権運営の経験があるものの，都市を含
む全国規模の国政運営について経験に欠けたためである。とくに戦争に勝利して樹立した共産党政権
の指導者には，ゲリラ戦，武装闘争の豊富な経験と能力があるものの，経済運営については経験不足
であった。戦争時代の支配地域における経済運営の実績があるとはいえ，国民経済の本格的な運営に
おける経験不足のため，私営セクターの経営者（資本家階級）やブルジョア階層からの協力を得る必
要があった。
１−３　方針転換
　1950年代初頭，中国の指導者は，「３年準備，10年経済建設」を経た後，ようやく社会主義へ段階
的に進んでいくというロード・マップを策定した。しかし，1952年９月に毛沢東は，これから10年か
ら15年かけて社会主義への移行を完成させることを始めなければならず，10年後に移行を開始するの
ではないと述べた（薄，1997，p.220）。つまり，10年から15年の間で当初自ら構想した新民主主義を
建設するのではなく，社会主義体制への移行を前倒しで実施するという方針転換となったのである。
　新民主主義の放棄と社会主義移行の開始という方針転換の背景について，山口（2008）は，1951年
に始まった重工業中心の工業化への戦略転換と密接な関係があったこと，アメリカによる封じ込めの
脅威という状況に対する対応であったと分析している。また，天児（2004）は，土地改革が当初の想
定より速いスピードで進展したこと，朝鮮戦争の勃発を受けてアメリカや蒋介石の支援を受けた中国
国内のブルジョア階級が「反攻」に出る恐れが生じ，「新民主主義」という形でブルジョア階級を体
制内の一部として位置付けていることはむしろ国家を不安定にする恐れがあること，自らの権力を強
化しようという「軍事戦略家・毛沢東」の「作戦感覚」が発揮される状況が生じたことを指摘している。
２　社会主義体制への移行
「過渡期の総路線」
　1953年から1957年までの間に第一次五カ年計画が実施された。計画期初年の1953年に毛沢東は，「過
渡期における党の総路線」（過渡期の総路線）を示した。過渡期の総路線では，中華人民共和国が成
立してから社会主義体制が確立するまでの期間が一つの過渡期であると規定した。この過渡期におけ
る共産党の基本任務は，段階的に中国の社会主義工業化を実現すること，段階的に農業，手工業，資
本主義的商工業に対する社会主義改造を実現することにあるとした。社会主義改造とは，生産手段の
私有制を社会主義的な公有制に改造（再編）することを通じて，「社会主義体制へ移行する」ことで
ある。この過渡期の総路線は1954年に憲法に明記された。
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農業の合作化
　第一次五カ年計画期において，過渡期の総路線が強力に推し進められていた。農村・農業部門の社
会主義改造は個人農家を生産協同に参加させるという形で行われた。農業生産の協同化は，最初に「互
助組」（相互扶助グループ），次いで「初級合作社」（初級生産協同組合），そして「高級合作社」（高
級生産協同組合）という３つの段階で進められた。互助組は，政府の呼びかけに応じて，労働力の相
互交換などを通じてお互いに助け合い，生産性の向上を目的とした複数の農家世帯によって結成され
た初期の農業生産組織（グループ）である。互助組は，基本的には個々の農家による単独経営である
が1954年から共同経営を基本とした初級合作社へと編成された。初級合作社は土地の出資を加入条件
としていたため「土地合作社」とも呼ばれる。初級合作社の所有制は土地，生産手段（家畜，農具な
ど）の私有を前提とした合作社所有であり，所得配分では土地報酬（出資した土地に応じた配分）が
実行されていた。1955年末から初級合作社はさらに高級合作社に編成され，農民は土地私有権とその
他の生産手段の私有権を持つと同時に，一定の公有財産を共同所有し，労働報酬（労働の量と質に応
じた所得配分）が導入された。1956年には農業合作社は急速な発展を見せ，同年の農業合作社加入率
は96.3％に達しており，個人農所有から集団所有制への転換が完成した（図表１）。
図表１：農業協同化の進展
（単位：％）
年次
農業合作社に
加入した農家の割合
うち：　　
初級合作社 高級合作社 小計
1950 10.7 － － －
1951 19.2 － － －
1952 40.0 － 　0.1 　0.1 
1953 39.5 － 　0.2 　0.2 
1954 60.3 － 　2.0 　2.0 
1955 64.9 － 14.2 14.2 
1956 96.3 87.8 　8.5 96.3 
（資料）中国国家統計局（1960）
農村人民公社
　1958年には「第二次五カ年計画」が始まる。同年４月に河南省遂平（Suiping）県邪山（Xieshan）
周辺の9369世帯の農家からなる27の農業合作社が合併し，最初の人民公社が設立された（叢・張，
1999，p.221）。８月に開かれた党中央政治局拡大会議では「農村人民公社設立に関する決議」が採択
された。同会議後，人民公社は破竹の勢いで設立されていった。1958年の夏から10月までのわずか数
カ月間で，全国74万社の農業生産合作社は２万6578社の人民公社に再編されており，人民公社に参加
した農家は１億2325万世帯で全国農家の99.1％を占める（中国国家統計局，1960，pp.278⊖279）。こう
して全国の農村で人民公社化が実現された。
　人民公社は，農村地域の行政（村・郷行政）と農業生産協同（合作社）を一体化させた「政社合一」
の組織である。農村人民公社では，従来農業生産合作社が所有していた土地や生産手段が人民公社所
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有となり，農作業では共同労働が行われ，所得配分では労働報酬制（労働点数に応じた所得配分）が
採用された。他方，人民公社は，農村地域の公共行政サービス（教育，医療，保健，社会保障，治安
など）と政治部門（党の政策の宣伝と実行，人事評価，利害関係の調整など）も担当していた。つま
り，農村人民公社は，農業生産を確保するための生産組織であると共に，党・国が農村地域の住民（農
民）を管理，統制するための政治組織でもあった。
私企業の公有化
　都市部の商工業では，「公私合営」が行なわれた。公私合営とは私企業と政府が共同経営する企業
形態のことである。公私合営企業では政府の指導と監督の下で，政府代表（役人）と元の企業経営者，
および労働者代表の３者によって経営管理が行なわれた。建国から1952年までは政府と私企業の関係
が委託生産（加工訂貨）を中心として展開されていたため，公私合営は一部の私企業に限られていた。
だが，1953年から始まった第一次五カ年計画期に入ると，社会主義改造の一環として公私合営は急速
に拡大していき，1956年には，工業生産額に占める私有制経済の割合はほぼゼロとなった（図表２）。
1956年に全業種の公私合営が実現した後，公私合営は国と私企業の共同経営という名の下，私企業を
公有企業化したのである１。全業種の公私合営後の公私合営企業の性格は基本的には社会主義的なも
のになった（汪，1998，p.134）。また，同年には，商業，運輸，飲食，サービスなどでも公私合営ま
たは協同組合化がほぼ完了した。1956年には全業種における私企業の公私合営または協同組合化が実
現した。
　他方，手工業の社会主義改造は，個人手工業者を中心として展開されていた。個人手工業者は，基
本的に家庭を１つの単位として手工業労働に従事するが，生産手段を私有し，小規模な生産，家族経
営を行なうことから，社会主義改造の対象とされた。1953年には政府は個人手工業者を手工業小組（グ
ループ）から，手工業供給販売生産合作社，さらに手工業合作社へ再編する方針を打ち出した。第一
次五カ年計画期において個人手工業の私有制は手工業合作社の集団所有へと急速に再編が進められて
１　公私合営企業では，企業側の出資分に応じて配当を支払われた点で国営企業と異なる。
図表２：1949年～ 1957年の工業生産額の所有形態別構成（手工業を除く）
 （単位：％）
年次
社会主義工業
（国営：筆者注）
国家資本主義工業
うち：　
公私合営 委託生産
資本主義工業
（自産自売）
1949 34.7 　9.5 　2.0 　7.5 55.8
1950 45.3 17.8 　2.9 14.9 36.9
1951 45.9 25.4 　4.0 21.4 28.7
1952 56.0 26.9 　5.0 21.9 17.1
1953 57.5 28.5 　5.7 22.8 14.0
1954 62.8 31.9 12.3 19.6 　5.3
1955 67.7 29.3 16.1 13.2 　3.0
1956 67.5 32.5 32.5 － －
1957 68.2 31.7 31.7 － －
出所：図表１に同じ。
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いった。1956年になると，手工業合作社に加入した手工業者は全体の91.7％，手工業合作社の生産額
は全体の92.9％に達しており，手工業の集団所有制が確立された（図表３）。
図表３：1949年～1957年の手工業合作社の拡大
 （単位：％）
年次
手工業従業者 手工業生産額
手工業合作社 私営手工業 手工業合作社 私営手工業
1949 － － 　0.5 99.5
1950 － － 　0.8 99.2
1951 － － 　2.2 97.8
1952 　3.1 96.9 　3.5 96.5
1953 　3.9 96.1 　5.6 94.4
1954 13.6 86.4 11.2 88.8
1955 26.9 73.1 19.9 80.1
1956 91.7 　8.8 92.9 　7.1
1957 90.2 　9.8 95.2 　4.8
出所：汪（1998，p.163）
　このように，建国初期に建設された新民主主義体制が短命に終わり，第一次五カ年計画期における
農業の生産合作化，商工業と個人手工業の公有化を経て，社会主義改造が成功裏に完了し，公有制を
基礎とする社会主義への体制移行が実現されたのである。さらに，1958年に成立した人民公社は，第
一次五カ年計画期から農村地域で進められていた社会主義改造の新しい到達点となった。上述の党拡
大会議では「人民公社は社会主義建設と逐次，共産主義へ移行する期間における最適な組織形態であ
り，将来の共産主義社会の基本単位となる」と位置付けている。
　第一次五カ年計画期に行なわれた社会主義改造，すなわち社会主義へ移行する過程に対しては，移
行期間が短すぎること，社会主義改造の対象が広すぎることが指摘されている（汪，1998，pp.144⊖
148，pp.165⊖166）。社会主義への過渡期は，当初15年間が見込まれており，３次にわたる五カ年計画
期を要するとされたが，結局，都市部の商工業と手工業では一つの五カ年計画期だけでやり遂げた。
とくに，「社会主義改造の高潮」（社会主義改造のブーム）期といわれる1956年には，１月に北京を皮
切りに，３月にはチベットなど少数民族自治区を除く全国で工業の全業種におよぶ公私合営，６月に
は個別的な辺縁地域を除く全国で手工業の合作化がそれぞれほぼ完了した。農業合作社から農村人民
公社へと全国的に再編されたのもわずか数カ月しかかからなかった。
　また，工業における公私合営は，本来私営企業を対象とするものであったが，実際には多くの手工
業者と工場制手工業（マニュファクチャー）が含まれていた。手工業の合作社については，行き過ぎ
た生産協同化によって，消費者ニーズに細かく対応することができなくなったことや，手工業合作社
の規模が大きすぎたため，幹部の管理能力が欠如し，社員の質が低下したといった問題も挙げられて
いる（汪，1998，p.166）。
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３　計画経済体制
３−１　確立過程と背景
　政府は，1949年９月に政務院財政経済委員会を，1952年に国家計画委員会を設立して，建国初期か
ら経済活動に対する介入を強化した。財政部門では「中央統収統支」（中央政府による財政の統一収入，
統一支出）体制，工業部門では「統一指導・分級管理」（企業の生産，経営に関する権限や財源など
は中央政府へ一元化し，その実施と管理は各地方政府が行う）体制を実行していた。
　1953年３月に共産党中央は，政府活動に対する指導を強化するという方針を決定し，各政府部門の
最高責任者人事に党の幹部を当てた（中央文献研究室，1993，p.67）。第一次五カ年計画期には，社
会主義とともに，中央集権的な計画経済体制が確立された。重工業優先政策の要請に応じて，経済活
動の権限と財源が中央政府へ一層集中し，限られた資源と資金が中央政府の経済計画に基づいて配分
されるようになった。
　中央集権的な計画経済体制の確立について，汪（2008）はその背景に，①数千年にわたる封建社会
で形成された自給自足の自然経済思想の影響，②戦前20年余りにわたって包囲，分割された革命本拠
地と解放区（いずれも共産党支配地域）で形成された自給自足，各自為戦（各自で戦う）的管理制度，
③社会主義建設の経験不足の中，基本的にソ連スターリン時代の計画経済体制を取り入れた，④第一
次五カ年計画における重工業優先の要請があったことを指摘している。
３−２　特徴
　ソ連モデルを導入して確立した初期の計画経済体制は，中央集権が最大の特徴であった。中央集権
的な計画経済では，工業企業の一元化管理，農産物の「統購統販」（統一買付，統一販売）と，計画
による経済運営，財政の統収統支・三級予算管理，物資の統制，労働の統一配置・終身雇用などが実
行されていた。
①　工業企業の一元化管理
　第一次五カ年計画期には，国営企業の設備投資，特に中規模以上の企業について投資の計画，審査，
許認可などの権限が中央政府に一元的に集約化された。第一次五カ年計画期における企業の設備投資
は，国家予算を財源とするものが90.3％に上った。例えば，1953年から1957年にかけて一元化管理企
業は2800社から9300社へと３倍以上増加し，工業生産額ベースで1957年には工業企業全体の半分を占
めるようになった（汪，1998）。このように中央政府による工業企業の一元化管理が強化された。
②　農産物の「統購統販」と人民公社の「一級所有・三級管理」
　農産物の「統購統販」とは，農産物が政府の指定した買付け部門へ売り渡され，政府の管轄下に置
かれた工場で加工され，国営商店を通じて市民へ販売（配給）されていくという仕組みのことである。
1953年11月には，食糧，食料油などに対して「統購統販」が実施され，1954年９月には，綿花に「統
購」（統一買付），綿布に「統購統販」が，それぞれ実施されるようになった（柳，1955）。
　また，農村人民公社では，公社による土地と生産手段の一元的所有制（一級所有）と，公社・生産隊（高
級生産合作社に相当）・生産小隊（高級生産合作社の生産隊に相当）の３つの組織による管理運営（三
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級管理）という体制で実施された。
③　計画による経済運営
　第一次五カ年計画期初期において，政府はソ連モデルに倣い，国営企業と一部の公私合資企業（国
家計画の製品を生産する私営企業）に対して，直接，経済計画（「直接計画」または「指令的計画」
とも言う）を実行させていた。また，多くの公私合資企業，私営企業，運輸業，供販合作社（供給販
売協同組合）および一部の手工業の経済活動に対して，経済規制，契約などを通じて政府の経済計画
路線へ誘導する，いわゆる「間接計画」（「指導計画」とも言う）方式を採用していた。1952年には，
間接計画方式による生産額は全体の55％を占めた（周，1984，p.41）。しかし，雑貨などを生産，販
売する零細企業，個人業者の経済活動は計画管理の枠外に置かれていた。第一次五カ年計画期の後半
になると，社会主義改造（公有化）の進展とともに，直接計画による企業活動への介入を強化した。
例えば，国家計画委員会による直接計画の製品数は1953年の115品目から56年の380品目へと拡大し，
生産額ベースでは1956年に全体の60％にも達した（汪，1998，p.171）。他方，農業部門については，
価格，融資，買付け契約，税収など間接的手段を採用していた。
④　財政の統収統支と三級予算管理
　企業と政府との関係については，国営企業に対して財政の統収統支が行なわれた。企業の財務会計
が国家財政に組み込まれ，政府の経済計画に基づいて生産活動を行い，そこで得た利潤を財政に全額
上納させた。その反面，企業の経済活動に損失が発生した場合，財政で補填されることになっていた。
　また，地方と中央との関係については，中央，省（市），県の３段階による予算管理体制が実行さ
れた。財政収入は固定収入，定率配分収入と調整収入があり，固定収入はさらに中央と地方に分けら
れた。地方固定収入と定率で配分された収入は地方の収入となるが，不足分は調節収入で補われた。
一方，支出は中央（中国国営企業，国家行政）と地方予算（地方の企業，地方行政）に分けられていた。
⑤　物資の統制
　中国では，機械，原材料などの生産財を「物資」と定義している。計画経済時代には，物資が「中
央統一配分物資」（第一類物資），「主管部門配分物資」（第二類物資），「地方配分物資」（第三類物資）
の３つに分類された。中央統一配分物資とは，国の安全保障と家計の消費生活に最も重要な生産財と
みなされ，その生産と配分がすべて国家計画委員会により行われるもののこと，主管部門配分物資と
は，重要な特定用途の生産財とされ，その生産と配分が政府の関係主管部門により行われるもののこ
とである。中央統一配分物資と主管部門配分物資は，国家の経済計画により一元的に生産，配分され，
価格も政府により決定される統制物資（計画配分物資）である。計画配分物資には，例えば，石炭，
木材，セメント，鋼材，非鉄金属，化学材料などのエネルギー・原材料や金属切削機械，電動機，ガ
ソリン機関，ディーゼル機関などの産業機械が含まれた。それら以外の物資（非計画配分物資）の生
産，配分および価格決定は地方または企業により行われた。第一次五カ年計画期において統制物資は
1953年の227品目（うち，第一類物資112品目，第二類物資115品目）から1957年の532品目（うち，第
一類物資231品目，第二類物資301品目）へと拡大した。非計画配分物資は品目だけでなく，数量も減
少した。例えば，商業部門を通して流通する非公定価格の鋼材が全体に占める割合は1953年の35.9％
から1956年の8.2％へと低下した（汪，1998，p.173）。
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⑥　労働の統一配置・終身雇用
　建国後の復興期において労働資源の配分が中央政府の労働政策の下で各行政主管部門によって行わ
れていた。国営企業であれ，私営企業であれ，労働政策の大枠の中で雇用と解雇，能力主義に基づい
た人事などができた。しかし，第一次五カ年計画期に入ると，労働管理に関する権限が中央政府機関
へ集中され，労働資源の配置も政府部門によって一元的に行われるようになった。また，統一配置さ
れた労働者に対して，企業には解雇する権限がないため終身雇用となり，労働報酬も全国統一賃金制
度（公定職種別賃金等級）が実行されるようになった。
３−３　問題点
中央集権的な計画経済体制について
　1950年代後半には確立された中央集権的な計画経済は最初から体制の欠陥を抱えていた。まず，工
業企業の一元化管理の下，各企業は生産，経営，財源に関する権限をほとんど持たなかった。企業は
自主権を持たなければ，利益動機が欠如し，生産性も低下する。例えば，自主権のない企業ではコス
ト管理を怠りがちである。計画経済時代には企業の業績を評価する際に最も重視されたのが生産高指
標であった。企業にとって，コストが高くても生産高の計画目標を達成することが至上命令であった。
また，企業の設備投資のために設けた固定資産減価償却基金は，実際に企業の設備投資ではなく，国
家財政の収入として上納されていた。この資金は，摩耗，損耗あるいは劣化した設備を改造，修理す
るのではなく，生産拡大のために使われていた。当時の国家経済委員会の調査（1963）によると，広
州市では1958年から1960年まで設備の技術的改造・修理のための投資はわずか４％しかなかった。
　そもそも一元化管理の下に置かれる企業は，本来の意味の企業と異なり，政企共同体となっていた。
共同体の長は，政治面で党（国）の指導者，経済面で企業の管理責任者であった。政治（党・国）と
企業経営管理の混同は，企業の統治システムの管理機能を弱体化させ，経済の非効率化をもたらした。
　また，財政の「統収統支」においては，財政の収入と支出が地方を通して中央に集中する仕組みで
あるため，地方政府は中央政府の代理機関に過ぎなかった。例えば，財政支出に関する権限分掌は，
地方政府が教育，医療保険，社会保障，住宅など住民の日常生活にかかわる社会サービスや公共管理
を担当するが，それらの政策に関する意思決定は全て中央政府により一元的に行われており，地方政
府はそれらの政策を反映させるための財政支出に係わる業務を代行するだけであった。
　そのほか，生産財（物資）の統制，労働の支配（統一配置・終身雇用）によって，価格の非弾力性，
需給のアンバランス，資源配分の非効率などの問題が生じた。
農産物の「統購統販」と人民公社について
　他方，農村，農業部門でも体制の問題が露呈した。まず，農産物の「統購統販」は農産物と工業製
品の価格面での格差を拡大させた。農産物価格の極端な低下により農民の生活は最低生存維持水準ま
で押し下げられることになるが，農業余剰は国家の権力機構を通じて搾取されており，それが重工業
化政策の財源となっていた。そのため，農民，農村は貧困にあえぐことになった。また，1958年に成
立した人民公社では，「一級所有制・三級管理」（公社所有，公社・大隊・小隊ごと管理）が実行され
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たことにより，所有権と管理権の間で矛盾と対立が生じた。また，集団労働と分配の悪平等により，
個人の勤労意欲が喪失し，農業生産性が低下した。このように農産物の「統購統販」と農村人民公社
は，農民と農村の貧困，農業生産性の低下，食糧供給の慢性的不足をもたらすことになった。
４　経済体制の見直し－集権から分権へ
４−１　1958年の経済改革と調整期の「三自一包」
『十大関係を論ず』
　1958年に経済体制改革が始まる。その体制改革を迫ったのが，機械的に導入されたことで問題が噴
出していたソ連モデルの諸矛盾であった。毛沢東は，「第一次五カ年計画はソ連の手法を倣ったが，
いつも満足することなく，気持ちがすっきりしない」（龔，1996，p.152）と不満な胸の内を明かした。
そのため，関係中央部委（中央省庁，委員会機関）の部長（大臣）から意見を聴取してそれらをまと
めたのが1956年４月に発表した『十大関係を論ず』である。
　『十大関係を論ず』で毛沢東は，国家，企業，労働者個人の関係や中央と地方との関係などの問題
を提起した。統一的指導の下における企業の自主権の問題について，「中央または省・市にすべての
権限を集中させて，工場には一切の権限や，融通の余地，利益を与えないのは妥当なやり方ではない
だろう」と指摘し，中央と地方との関係については，「中央の統一的指導を強固にするという前提の
もとで，地方の権限を少し拡大し，地方にもっと多くの自主性を与え，より多くの事をやらせるべき
だ」と主張した。毛沢東の指摘が示唆するように，中国が導入した中央集権的なソ連モデルは権力を
政府に過度に集中させ，地方の自主性と経済的活力を失わせた。
　毛沢東の問題提起を受け，中国の指導部は経済体制改革に着手した。1957年９月に開かれた中国共
産党第８期代表大会第３回中央委員会全体会議では「工業管理体制の改善に関する規定（案）」，「財
政体制の改善と中央地方の財政権限区分に関する規定」，「商業管理体制の改善に関する規定」が採択
され，これらの「規定」が11月４日に第１期全国人民代表大会で批准され，1958年から実施された。
1958年の経済改革
　1958年の経済体制改革は，工業，商業，財政部門を対象に，中央に過度に集中した権限を地方へ委
譲することを中心として進められた。具体的な内容は次の通りである。
　地方政府は，地域内の需給に基づいた生産調整，インフラ建設，設備投資などの計画作成，生産財
の調達などに対して権限を持つこととし，計画目標を超えた利益について一定の地方留保を認めた。
　企業の管轄権については，中央政府（国務院）の各主管部門の管轄下に置かれていた国有企業，事
業体を地方政府へ移管することとした。
　物資配分権については，中央統一配分物資，主管部門配分物資の規模が縮小された。これらの配分
物資の品目数は，1957年の530品目から1959年の132品目へと４分の１に減少した。配分物資から外さ
れた４分の３の品目は従来の「統一計画，統一配分」から中央は地方の需給バランスに基づいて差額
調整だけを管理するようになった。重要な部門（鉄道，軍事工業，外国為替，国家備蓄など）を除い
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て，中央主管企業にせよ，地方主管企業にせよ，必要な物資はすべて地方により配分，供給されるよ
うになった。
　財政権と税収権については，都市の不動産税，文化娯楽税，印紙税など７項目の税収が地方の固定
収入にされた。また，商品流通税，貨物税，営業税，所得税など中央が管理する大口税収に対しては，
中央から地方への収入配分が実施された。
　ほかに，労働管理権についても，各地方の人事，雇用計画は中央労働部門の許可を受けずに実行し
てよいことになった。
　毛沢東の『十大関係を論ず』と1958年の経済改革は，中国がソ連モデルと異なる社会主義計画経済
体制を模索する試みだったと言える。しかし，この試みは，計画経済の枠組みを堅持しつつ地方へ一
定の権限を与える，いわゆる「体制内分権」に過ぎなかった。なお，1957年から始まった「反右派闘争」（体
制を批判する個人や団体を摘発する政治キャンペーン）の政治的嵐が吹き荒れる中，経済体制改革の
多くが事実上形骸化した。
　自主権を手にした地方政府は，大躍進政策（1958年）の煽りもあって，インフラ投資，企業の設備
投資を増やした。急進的開発主義による過剰な投資と雇用は経済の非効率性をもたらし，また分権型
経済体制はその急進的開発主義に拍車をかけた。さらに，1959年から1961年にかけて３年連続して史
上最大の自然災害が発生し，中国の社会と経済が危機的な状態に陥った２。そのため1961年には大躍
進から経済調整へ政策転換が余儀なくされるとともに，経済体制は再び中央集権型に戻った。
　一方，農村では，1958年の人民公社成立後すぐに整頓運動（整社運動：人民公社を整頓する）が始まっ
た。その過程で，「一級所有制」の問題を改善するため，1959年８月に「三級所有制」が導入された。
三級所有制では，生産隊と生産小隊を生産大隊と生産隊に改編したうえで人民公社に集中した所有権，
生産と配分に関する諸権限を生産大隊，生産隊に振り分けた。しかし，羅（2009）によると，整社運
動は「共産風」（筆者注：平均主義的所得配分や無償の物資調達など）を阻止するという点において
一定の役割を果たしたが，農村に生じた深刻な問題の原因を安易に階級闘争によるものとみなし，対
敵闘争の方式で整社運動が進められたため，人民公社の問題を根本的に解決するには至らなかった。
「三自一包」
　大躍進の失敗後，1959年に国家主席に就任した劉少奇は，経済調整期（1961 〜 1965年）において
農業の「三自一包」（三自：自由市場，自留地 ，損益自己責任；一包：農家世帯生産請負）を進めた。
具体的には，農村人民公社の生産大隊が，下部組織の生産隊に対して生産量，労働使用量，生産コス
トの３つを請け負わせ，生産量の超過分が出るように奨励すること，超過分の農産物を自由市場へ販
売することを認めること，生産大隊の耕地面積の５〜７％を「自留地」（自主耕種土地）として認め
ることであった。劉少奇が提唱した「三自一包」は，農業生産を請負うことで農民の生産意欲を高め，
経済を立て直そうとするものであった。ところが劉少奇の「三自一包」に対して，集団農業の人民公
２　1959から1961年にかけて発生した自然災害は人災とも言われている。1961年の中共中央委員会工作会議で，当時国家
主席の劉少奇が「近年に起きたいくつかの問題は，全国の範囲で言えば，天災が原因だった地方があるものの，大多数
の地方ではわれわれの誤りが主たる原因だ」と党指導部の責任を認めた（叢・張，1999，p.76）。
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社制度に挑戦し社会主義路線を修正するものであり，資本主義の復活を企んだとして厳しく糾弾した
のがその直後の文化大革命であった。
４−２　「文革」期の体制麻痺と1970年の体制改革３
「中央が制御不能な，計画なき体制化」
　1966年から1976年までの10年間は「プロレタリア文化大革命」（「文化大革命」または「文革」）期
である。文革期には，中国の社会と経済が空前の大混乱に陥った。政局では1961年の経済危機後，経
済再建を主導した国家主席の劉少奇と党総書記の鄧小平が「資本主義の道を歩む修正主義実権派」（劉
鄧走資派）とレッテルを貼られて排除された４。経済運営では，計画経済システムがほとんど機能し
なくなった。まず，計画による経済運営についてみると，その象徴である経済計画が文革期間中，十
分には編成，実行できなかった。文革初期の混乱で1967年と1968年の年度経済計画は編成されなかっ
た。文革の後期になっても，1974年度計画は「批林批孔」（林彪と孔子を批判する）運動の混乱で全
国計画会議が開かれなかったため，慣例の審議，討議もせずに実施に移された。また，政局の混乱で
大部分の計画指標は達成されなかった。
　特に文革期の前半において，「革命無罪，造反有理」（革命に罪はない，造反に理有り）のスローガ
ンの下で破壊行為や武闘が横行し，各レベルの党組織，政府機関はほとんどが麻痺状態に陥り，各中
央部委の主管業務部門の幹部は自ら運動に参加するか，または摘発，糾弾，迫害の対象となったため，
計画編成や経済運営などを務めることができなかった。
　また，計画経済体制の制度的な枠組み，例えばそれまで実行されてきた規則，政策なども廃止された。
都市部産業部門では国営企業における党指導下の工場長責任制が否定された。農村部門では「三自一
包」が批判され，農民の自留地と農民家庭の副業も制限された。文革の初期と前半期（1966 〜 1970年）
における暴力的な大衆運動の荒波にさらされたため，中央集権的な計画経済体制は，「中央が制御不
能な，計画なき体制」と化し，国民経済は1961年の経済危機以来の大混乱，大停滞の状態に陥った。
1970年の経済体制改革
　文革期前半の大混乱を経て，1970年以降政治情勢が相対的に安定化した。全国的に次第に秩序が回
復してくると，政府は，体制改革を行い，経済の指揮系統，管理機構の立て直しを図った。1969年に
毛沢東は「計画は地方，省，市，自治区を主とすべきである」との方針を示した。毛の方針に基づい
て，中央直属企業と行政機関の多くが地方へ移転させられた。
　また，物資の統制・配分について，中央統一配分物資と主管部門配分物資が，地方の物資配分計画
に組み入れられ，地方と中央（主管部門）という二重の統制・配分体制になった。1970年に中央統一
配分物資の数が調整，あるいは減らされ，一部は主管部門配分物資に，一部は地方配分物資に移され
た。第二類物資についても減らされ，それは第三類物資に移された。第一類物資は1966年の326品目
３　以下の多くは，片岡（1999）に負い整理した。
４　劉少奇は，1968年10月に開かれた共産党第８期第12回拡大総会において永久に党から除名され，党内外の一切の職務
を解任されて失脚し，1969年11月12日には死去した。鄧小平は，1968年には失脚し，1969年に江西省南昌に追放された。
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から1972年の49品目，第二類物資は253品目から168品目へと減少した。
　行政改革の一つとして，中央部委の統廃合が進められた。例えば，1970年７月に商業部，糧食部，
全国供給販売合作総社，工商行政管理局の４つの物流関係省庁が商業部に合併統合されたうえ，すべ
ての専業公司と専業局は廃止された。また，商業部所属の一級卸売部門，直属企業，行政部門はすべ
て地方へと移管され，地方の指導，管轄下に置かれた。しかし，地方に移管されたこれらの部門の財
務計画も地方管理となり，必要資金も地方が審査，批准し，損益も地方財政に組み込むこととなった
ため，従来の行政システムの縦割り関係は分断され，商業行政における整合性のある財務計画は消失
した。また，財務指標は物流生産物の購買・販売の状況ではなく，政策の要請に応じて作成されたた
め，物流の実態からますますかけ離れていった。つまり，中央集権的な計画経済体制は物流の面では
ほとんど機能しなくなったのである。
　また，物資の統制と配分について，地方分権を進めた結果，物資配分に関する統一的な計画を作成
することができなくなり，国家の重点的項目への配分がスムーズに行なわれず，全体計画と地方の物
資分配との調整が困難になるという事態が生じた。中央統一配分物資と主管部門配分物資の数が大幅
に削減された結果，物資の調達，分配面における総合的バランスがとれなくなった。また，中央各部
門は自己が責任をもつべき物資の手当に無関心になるという事態も出てきた。行政改革の一環として
1970年に物資管理部門が撤廃されたため，物資配分は無管理の状態になった。物資流通の混乱を改善
し，物資の統制を強化するため，1973年に中央統一配分物資と主管部門配分物資の合計数を1972年の
217種から617種へと増やした。しかしながら，物資流通体制の改善は，すぐに「後退」と批判された
ことで，進まなかった。
５　共産党一元化支配の強化
　計画経済時代，経済面においては体制内とはいえ，試行錯誤を繰り返しながら改革が試みられた。
しかし，政治面では共産党の一元化支配と社会主義路線が国是としてむしろ絶対化の方向へますます
強化されていった（図表４）。例えば，1958年の地方分権，大衆動員の大躍進政策が実行されている
最中に，毛沢東は，党委員会第１書記は「マルクスと秦の始皇帝とを足した」人物にならなければな
らないという表現を用いて党の一元化指導の性格規定を語った。この表現は，党の一元化指導という
原則を「党が一切を指導する」として統括し，そしてそれが運用される過程において，党が一切を決
定し，党が一切を管理する，に変容していったことを表している（席・金，1998，p.48）。
　また，1960年代前半の経済調整期において，劉少奇や鄧小平らの実権派が経済活動における一定の
自由性を認め，経済の立て直しを図ろうとするなか，毛沢東は1962年末から1966年初めまでの「四清
運動」（社会主義教育運動）を主導していた５。四清運動は幹部の特権化と汚職・腐敗を一掃すること
を目的としたが，終始社会主義社会において階級闘争が存在するか否かを巡る政治路線の対立があっ
５　「四清運動」とは４つ清めの意である。四清運動は，農村部の不正・腐敗を摘発する運動として人民公社の帳簿，倉庫，
財産，労働実態の４つを点検することから始まったが，やがて政治，経済，組織，思想の４つを清めるという政治運動
へと拡大化した。
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た。1962年に開かれた共産党第８期大会第10回中央委員会全体会議（党第８期10中全会）で毛沢東は，
全国で社会主義教育運動を行うよう提唱し，社会主義社会を貫いて階級闘争が存在するという過渡期
階級闘争理論を主張し，その批判の矛先は，「階級闘争消滅論」を唱える劉少奇らに向けられた。党
第８期10中全会後，階級闘争と社会主義教育のスローガンが打ち出され，「階級の敵」（労働者階級の
敵）が数多く摘発され，資本主義を排除し社会主義を固めようとする思想教育が強化された。例えば，
湖南省党委員会は，３カ月だけで人民公社の生産隊長以上の各級幹部120万人を対象に思想教育を実
施した（席・金，1998，p.37）。
　文革期になると，筆舌に尽くしがたいほどの恐怖政治（武闘，リンチ，政治学習，自己批判など）
でさらに党の一元化支配の絶対化が進められた。「封建的，資本主義的文化を否定し，新しい社会主
義的文化を確立する」という文化革命の名を借りて，実際は大衆動員を通して共産党と社会主義イデ
オロギーに反するすべての人物（政権中枢から末端組織までの実権派＝走資派，反革命分子，スパイ，
裏切り者）と思想，路線を排除する政治運動が繰り広げられていた。
　1969年４月に開催された共産党第９期全国代表大会（党第９期大会）で政治報告と党規約改正が採
択されたが，その政治報告では，社会主義の段階において一貫して階級，階級間の矛盾と闘争が存在
するとし，資本主義が復活する可能性を指摘した。そして文化大革命の必要性を主張した。階級闘争
を中心とする指導思想を社会主義の段階における党の基本路線とした。
　また，改正党規約では，文化大革命は社会主義の段階においてプロレタリア階級が，ブルジョア階
級とすべての搾取階級に反対する政治的大革命と位置付けた。毛沢東思想を従来の「マルクス・レー
ニン主義の中国における運用と発展」から「帝国主義の全面的崩壊と社会主義の世界的勝利に向う時
独裁 民主
中央
地方、企業
硬直化
混乱
集
権
党一元化支配、個人崇拝
図表４：計画経済下の集権・分権（体制改革）と政治体制の強化
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代におけるマルクス・レーニン主義」に格上げし，毛沢東は党の指導者であると明文化することで，
毛個人の神格化が一層鮮明になった。
　党第９期大会では劉少奇と鄧小平に代表される実権派（劉鄧走資派）が掌握した権力を奪還し，毛
体制の再確立に勝利したと宣言した。党大会後，文革期後半にわたって同大会の政治報告と新しい党
規約を学習するキャンペーンが大々的に行われ，共産党の一元化支配と社会主義路線が一層強化され
た。また，毛沢東個人も政治的神格化がはかられ，崇拝対象となっていった。
おわりに
　1917年のロシア革命でソビエト社会主義連邦が誕生したことを契機として，社会運動，思想の社会
主義が社会体制作りとして世界で実践されていった。第二次世界大戦後，中国共産党は，国民党との
内戦に勝利して1949年に政権を掌握した。その後新民主主義を経て社会主義体制を確立した。しかし，
中国における社会主義国の誕生は，マルクスの言うように資本主義が体制に内在する諸矛盾に耐えか
ねて崩壊したわけでなければ，シュムペーターの言うような資本主義の発展に不可欠なイノベーショ
ンが途絶したからでもなく，1949年以前の中華民国期のような「半封建制・半植民地」社会では革命
が起こったことには特徴がある。
　また，中国は1950年代後半にはロシア人と同じ道を歩もうとしてソ連型の社会主義と中央集権的な
計画経済を全面的に導入したが，その体制に対する改革も絶えず行っていた。しかし，社会主義計画
経済時代の体制改革は，基本的に経済分野中心であり，計画経済の枠組みの中で集権（硬直化）から
分権（混乱）へ，また分権から集権へというサイクルが繰り返されていた。他方，政治体制では，共
産党一党支配の下での社会主義路線，毛沢東の神格化と専制政治はむしろますます強化されていた。
このような体制内とはいえ経済体制改革への努力と政治体制への強化は，中国の社会主義計画時代に
おける体制改革の基本的特徴である。
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